
農林水産部　における随意契約の実績　　（令和４年度４／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

1
畜産研究
センター

家畜飼料売買
単価契約

令和５年
１月５日

2,317,816 沖縄県農業協同組合 沖縄県那覇市壺川2-9-1
第167条の２
第１項第6号

牛の発育ステージにより、給餌する飼料は合
計40種類（規格違い含む）の多品目にわたり、
単価にばらつきがあるため競争入札に不適で
ある。

2
畜産研究
センター

家畜飼料売買
単価契約

令和５年
１月５日

1,616,428 株式会社　森栄飼糧
鹿児島県鹿屋市輝北町
下百引2945-3

第167条の２
第１項第6号

牛の発育ステージにより、給餌する飼料は合
計40種類（規格違い含む）の多品目にわたり、
単価にばらつきがあるため競争入札に不適で
ある。

3
畜産研究
センター

家畜飼料売買
単価契約

令和５年
１月５日

2,402,511
沖縄県酪農農業協同組
合

沖縄県八重瀬町友寄960
番地

第167条の２
第１項第6号

牛の発育ステージにより、給餌する飼料は合
計40種類（規格違い含む）の多品目にわたり、
単価にばらつきがあるため競争入札に不適で
ある。

4
畜産研究
センター

家畜飼料売買
単価契約

令和５年
１月４日

3,385,610 株式会社　琉球飼料
沖縄県浦添市港川４９５
－３

第167条の２
第１項第２号

当センターでは、琉球飼料株式会社と委託販
売契約を締結し、銘柄豚「琉球元豚アグー」と
して販売している。「琉球元豚アグー」として出
荷するには専用肥育飼料「ハイグレード肉豚Ｃ
Ｒ」を給与する必要があるが、その取扱いは琉
球飼料株式会社のみである。
　また、他発育ステージの飼料の購入について
も飼料給与体系および家畜伝染病侵入防止
の観点から、契約相手方を１社に限定する必
要がある。
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契約の相手方の選定理由 その他

5
水産海洋
技術セン
ター

令和4年度沖縄
県漁業調査船
「図南丸」漁船
保険更新

令和５年
１月25日

2,059,850
日本漁船保険組合 沖縄
県支所

沖縄県那覇市前島3丁目
25-39

第167条の2
第1項第2号

船舶における保険にも、自動車保険と同様に
保険成績等級による割引があり、図南丸は、こ
れまでの無事故継続実績により最高等級にあ
る。これを適用できる保険は日本漁船保険組
合の提供する漁船保険以外にない。また、無
事故漁船報償金および無事故戻金の制度が
あり、財政的利点がある。さらに免責金額が他
社より低く設定されており、本県にとって有利で
ある。

6
海洋深層
水研究所

沖縄県海洋深
層水研究所電
話機器賃貸契
約

令和５年
１月30日

1,211,760
NTT・TCリース株式会社
九州支店

福岡県福岡市博多区２－
２－１　福岡センタービル
９階

第167条の２
第１項第５号

　令和４年11月時点で沖縄県海洋深層水研究
所の電話及びFAXが不通となり、研究所業務
の他、周辺関係企業や施設利用者にも大きく
支障を来しており、緊急で復旧する必要があっ
た。
　NTTに確認したところ、電話基盤が故障して
不通となったと推測されるとのことであるため、
新規に電話機をリースすることとした。
　前回の電話機リース契約がNTTであり、当研
究所の電話機の仕様を大きく変更せず済むこ
とや、久米島における保守、今後のひかり回線
変更に対応できること等を考慮し、契約の相手
方として選定した。

7
家畜改良
センター

乳用牛用飼料
単価契約（第４
四半期）

令和５年
１月１日

36,011,688
沖縄県酪農農業協同組
合

八重瀬町字友寄960番地
第167条の２
第１項第２号

　県内において当該事業者以外では乳用牛用
飼料の多品目を取り扱っていないため。
　また、乳用牛発育への影響から飼料の継続
性を保つ必要があるため。

特命随意
契約
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8
家畜改良
センター

家畜改良セン
ター浄水設備
不具合復旧

令和５年
３月１０日

1,499,300 株式会社　翔南工業
浦添市字港川281番地の
27

第167条の２
第１項第２号

当該浄水設備については、平成27年度に（株）
翔南工業によって整備されたものである。公共
水道が整備されていない家畜改良センターの
浄水設備の維持管理は、専門性の高い知識
や技術が求められる。また、浄水停止等のトラ
ブルは、職員・家畜の生命の危険に直結する
ため、迅速な対応が求められる。（そのため、
年間の管理委託については、ノウハウを有す
る翔南工業に委託している。）
　今回の落雷被害についても、翔南工業にお
いて、年間の管理委託の範囲内で迅速な応急
対応を行ってもらったところである。そのため、
本復旧についても、当該翔南工業に修繕を依
頼することが、経済的、迅速、適切な復旧に直
結するものであるため、1者見積とした。

特命随意
契約

9
農地農村
整備課

建設行政情報
システム農林
水産部運用支
援業務

令和5年3
月30日

3,025,000
富士通Japan（株）沖縄支
社

沖縄県那覇市久茂地１丁
目12番12号

第167条の２
第１項第２号

　建設行政情報システムは、平成8年から稼働
している建設行政システムを再開発したもので
あり、システムの基本部分については、開発者
が著作権を有している。
　また、当該システムの改修と運用をそれぞれ
別業者に委託するのは、安全性、保守性の面
から不適切であると判断されることから、開発
者である富士通Japan(株)との吸収分割により
本件業務等を引き継いだ富士通Japan（株）沖
縄支社を契約の相手方として選定した。

特命随意
契約
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10
南部林業
事務所

令和４年度　喜
屋武不発弾等
磁気探査委託
業務

当初：令
和4年11
月24日

変更：令
和5年1月
11日

1,017,500
株式会社トラストエンジニ
ア

沖縄県沖縄市諸見里1-
8-16

第167条の2
第1項第6号

　当該委託業務は｢令和４年度喜屋武海岸防
災林造成工事｣における作業員の安全確保の
ために行う不発弾等の事前探査業務である。
　当初執行予定額は随意契約ガイドライン5(1)
⑥の範囲内だっため随意契約で契約締結した
（少額（100万円未満）のため公表対象外）。し
かし、探査を実施したところ磁気異常点が当初
想定した点数以上に認められたため、確認探
査数量の増が必要となった。数量増となった確
認探査について当初受託者以外と契約する場
合、発注及び現地確認に時間を要すとともに
探査の計画準備に係る諸費用一式が発生す
ることから、ガイドライン5(6)①に基づき当初受
託者と変更契約を締結した。
　その結果、少額随意契約（令167条の2第１項
第１号）の額を超えたため、今回の公表となっ
た。

11
漁港漁場
課

漁港総合管理
システムオルソ
データ整備委
託業務

令和5年2
月3日

8,327,000 株式会社　okicom
沖縄県宜野湾市大山1－
17－1

第167条の2
第1項第2号

漁港台帳の保存・管理は「漁港総合管理シス
テム」で行っており、当該システムにオルソ
データを整備し、管理することで業務の効率化
とともにシステムの更なる精度向上が図られ
る。当システムの開発を行った株式会社
okicom は著作権等の排他的権利を有してお
り、それ以外の者が当該システムを修正できな
いため。

特命随意
契約
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12

北部農林
水産振興
センター
（農業水産
整備課）

名護漁港海岸
保全施設（東江
海岸）防潮林維
持管理業務（Ｒ
４）

令和5年1
月30日

3,630,000 （有）國進開発 国頭村字浜７１ー１
第167条の2
第1項第8号

2回目の入札が不調となった。
よって、地方自治法施行令第167条の２第１項
第８号により随意契約とする。
第１回入札の３者のうち、１者は予定価格を大
幅に超える入札金額で、１者は最低制限価格
を下回る金額であった。残る１者のみが第２回
入札者であることから、見積書はこの１者のみ
から徴収することとする。

13

北部農林
水産振興
センター
（農業水産
整備課）

名護漁港用地
舗装撤去工事
（Ｒ４）

令和5年2
月20日

1,034,000 （有）嶺井工業 名護市大北５ー２ー４８
第167条の2
第1項第１号

地方自治法施行令167条の２第１項第１号によ
る理由のため。
なお、下記見積依頼業者は、沖縄県建設工事
入札参加資格名後に登録されて、土木一式工
事の登録がある業者であり、名護市に主たる
営業所があることを条件に選定を行った。ま
た、当課の受注実績を有し、聞き取り調査によ
り履行能力を有している３者を選定した。

14

北部農林
水産振興
センター家
畜保健衛
生課

物品売買契約
（衛生資材）

令和5年2
月2日

3,688,300 (株)開邦工業
沖縄県沖縄市泡瀬４丁目
２３番１０号１Ｂ

第167条の２
第１項第５号

本件は、高病原性鳥インフルエンザ発生の防
疫措置およびまん延防止措置に係る物品を緊
急に調達するものであり、迅速かつ誠実に履
行した実積のある３者から見積もりを取得し、
最も低廉な価格を提示した業者を契約の相手
方として選定した。

特命随意
契約
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15

宮古農林
水産振興
センター
（スタッフ）

宮古群島ウリミ
バエ不妊虫放
飼センター作業
委託

令和5年3
月24日

19,831,416 沖縄県農業協同組合
那覇市壷川２丁目９番地
の１

第167条の２
第１項第２号

宮古地域内に事業拠点を有する者で、ミバエ
類侵入時の対応体制が確立されていること及
び生産者や地権者等から信頼を得られる者で
あることなど、事業目的を達成するための要件
を唯一満たすものであるため、当該相手方を
選定した。

特命随意
契約

16

宮古農林
水産振興
センター家
畜保健衛
生課

物品売買契約
（家畜伝染病発
生時に備えた
衛生資材の購
入）

令和5年2
月20日

2,612,500 株式会社開邦工業
沖縄県沖縄市泡瀬四丁
目23番10号1B

第167条の２
第１項第５号

今回の備蓄資材調達にかかる契約は緊急性
を要するものであるため、過去に類似品取扱
の確認が取れている2社に見積りを依頼し、最
も見積金額の安価である株式会社開邦工業を
選定した。

17

宮古農林
水産振興
センター農
林水産整
備課

宮古管内土地
改良施設財産
台帳作成業務
（Ｒ４－２）

令和5年1
月10日

8,415,000
沖縄県土地改良事業団
体連合会

沖縄県島尻郡南風原町
字本部
４５３番地３

第167条の２
第１項第２号

本業務は、宮古管内で実施する工事の財産台
帳に必要な資料を作成することを目的とする土
地改良事業の発注者支援業務である。土地改
良事業に精通し、国から発注者支援の認定を
うけたところが他にないため選定した。

特命随随
意契約
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18

宮古農林
水産振興
センター農
林水産整
備課

宮古管内土地
改良施設財産
台帳作成業務
（Ｒ４－１）

令和5年1
月10日

5,313,000
沖縄県土地改良事業団
体連合会

沖縄県島尻郡南風原町
字本部
４５３番地３

第167条の２
第１項第２号

本業務は、宮古管内で実施する工事の財産台
帳に必要な資料を作成することを目的とする土
地改良事業の発注者支援業務である。土地改
良事業に精通し、国から発注者支援の認定を
うけたところが他にないため選定した。

特命随随
意契約

19

宮古農林
水産振興
センター農
林水産整
備課

種子川地区ほ
場整備工事（Ｒ
４－３）

令和5年3
月31日

35,365,000 （有）南開建設
沖縄県宮古島市平良字
東仲宗根
５５８番地の３

第167条の２
第１項第２号

本工事は、種子川地区ほ場整備工事において
営農に支障のある石礫を除去することを目的
とした工事である。表土40㎝を施工できるス
トーンクラッシャーが必要であるが、宮古管内
では当該業者しか所有していないため選定し
た。

特命随随
意契約

20

八重山農
林水産振
興センター
スタッフ

八重山群島ウ
リミバエ不妊虫
放飼センター業
務委託契約

令和5年3
月1日

37,620,000 沖縄県農業協同組合
沖縄県石垣市大浜391番
地

第167条の2
第1項第2号

 沖縄県では、特殊病害虫（ウリミバエ等）の侵
入防止対策として、不妊虫放飼及び寄主果実
調査、誘殺板散布を実施しているところであ
る。当該放飼センターでは、これら作業を計画
的かつ臨時に対処するため、職員が常時、継
続的に作業に任ると共に、地域農作物及び野
生種、また害虫駆除に関する知識を有したうえ
で、関係機関との連絡調整を行う必要がある。
このため、当地域の実態を掌握し、適切に責
務を遂行できる団体は沖縄県農業協同組合の
みとなっている。

特命随意
契約
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21

宮古農林
水産振興
センタース
タッフ

業務用自動車
賃貸借契約書

3月30日 3,300,000 株式会社富士自動車
沖縄県宮古島市平良字
西里912-1

地方自治法
施行例（昭和
22年政令第
16号）第167
条の２第1項

第8号

一般競争入札を行い、再度の入札に付したが
落札者がなかった為、最低額を入札した者に
見積書の提出を依頼し、選定した。

＊No21追加記載
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